
令和６年度 第２回教育・保育部会 

 

令 和 6 年 12 月 9 日 （ 月 ） 

午 後 1 時 30 分 ～ 3 時 30 分 

名 古 屋 市 公 館  小 会 議 室 

 

 

 

１ ≪報 告≫ 

乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）について 

【資料１】 

 

２ ≪その他≫ 

３歳未満児の保育料制度について 
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＜次回開催予定＞ 

日時：令和 7年 1月 28 日（火）

午後 1時 30 分～3時 30 分 
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乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）について 

 

１ 概 要 

全てのこどもの育ちを応援し、全ての子育て家庭に対して、多様な働き方やライ

フスタイルにかかわらない形での支援を強化するため、月一定時間までの利用可能

枠の中で、就労要件を問わず時間単位で柔軟に利用できる新たな通園給付（「こども

誰でも通園制度」）が創設されることとなった。 → 令和８年度本格実施予定 

（【別紙１】参照） 

 

２ 本格実施に向けた国の動き 

時 期 内   容 

令和６年度 
・制度の本格実施を見据えた試行的事業の実施 

- 118 自治体（令和６年９月 30 日現在）本市は２か所で実施 

６月 12 日 ・子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律公布 

６月 26 日 
・「こども誰でも通園制度の制度化、本格実施に向けた検討会」

（第１回） 

９月 26 日 ・第２回検討会 （第１回の議論を踏まえ引続き意見聴取） 

10 月 30 日 

・第３回検討会 （令和７年度対応の方向性（案）の提示） 

 - 利用可能時間 

 - 人員配置、設備運営基準等 

 - 安定的な運営の確保 等 

12 月上旬 
・第４回検討会 → 議論の中間取りまとめ（令和７年度の

事業の実施や令和８年度の給付制度の実施に向けて） 

12 月下旬～３月 
・乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準の制定 

・検討会とりまとめ（３月） 

令和７年４月 ・改正児童福祉法施行 → 事業の法制度化 

令和７年度中 ・国において、乳児等通園支援事業の確認基準の制定 

令和８年４月 
・改正子ども・子育て支援法施行  

⇒ 新たな給付制度として開始 
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３ 本市におけるスケジュール（予定） 

時 期 内   容 

令和６年９月 ・令和６年度第１回教育・保育部会 

- こども誰でも通園制度について、概要説明 

12 月 9 日 ・令和６年度第２回教育・保育部会 

- 国の検討会における主な検討事項等 

- 設備及び運営に関する基準を定める条例案の検討状況 

- 子ども・子育て支援事業計画（案） 

12 月下旬～３月 ・国において、乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基

準の制定後、本市における基準条例案の検討※ 

令和７年１月 ・令和６年度第３回教育・保育部会 

- 国基準及び条例案の規定内容 

４月以降 ・基準条例の制定 

・基準条例に基づく認可事務の開始 

  秋頃 ・本市における乳児等通園支援事業開始 

（時期未定） ・国において、乳児等通園支援事業の確認基準の制定後、本市

における条例案の検討 

令和８年４月 ・乳児等通園支援事業の確認条例の制定 

・確認条例に基づく確認の開始 

※ 令和６年度中に条例制定を行う場合、２月定例会に議案を上程する必要があ

るものの、国基準の制定時期により、審議会における意見聴取を行った上で、

議案を提出することが、本市議会日程に間に合わないことから、令和７年４月

以降に条例制定を行う予定。 

 

４ 国の検討会における主な検討事項（【別紙２】参照） 

（１）利用可能時間 

（２）人員配置、設備運営基準等 

（３）安定的な運営の確保 
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５ 乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準（内閣府令案） 

（１）乳児等通園支援事業の区分 

   乳児等通園支援事業について、以下の区分により規定。 

   ① 一般型乳児等通園支援事業 

    ②余裕活用型乳児等通園支援事業に該当しないもの 

   ② 余裕活用型乳児等通園支援事業 

     保育所、認定こども園又は家庭的保育事業等を行う事業所において、当

該施設等を利用する児童の数が利用定員の総数に満たない場合に、利用定

員の総数から利用児童数を除いた数以下の数の乳幼児を対象として行う乳

児等通園支援事業 

 

（２）一般型乳児等通園支援事業の設備及び職員の基準等 

区 分 内 容 

対 象 児 童 ０歳６か月～満３歳未満 

乳 児 室 の 面 積 乳児又は満２歳に満たない幼児１人につき 1.65 ㎡以上 

ほふく室の面積 乳児又は満２歳に満たない幼児 1 人につき 3.3 ㎡以上 

保育室又は遊戯

室 の 面 積 
満２歳以上の幼児１人につき 1.98 ㎡以上 

必 要 な 設 備 乳児室又はほふく室／保育室又は遊戯室／便所 

職 員 の 配 置 ・乳幼児の年齢及び人数に応じて保育従事者を配置し、その

うち保育士を 1／2 以上とすること 

・保育従事者の数は２名を下ることはできないが、保育所等

と一体的に事業を実施し、当該保育所等の職員（保育従事

者に限る。）による支援を受けられる場合には、保育士 1 名

で処遇できる乳幼児数の範囲内において、保育従事者を保

育士 1 名とすることができる 

・保育士以外の保育従事者は研修（子育て支援員研修等）を

修了した者  等  

対 象 施 設 保育所、認定こども園、幼稚園、小規模保育事業所、家庭的

保育事業所、地域子育て支援拠点、企業主導型保育事業所、

認可外保育施設、児童発達支援センター等 

（「等」は駅前等の利便性の高い場所や空き店舗などを想定） 

  ※ 一時預かり事業に準じた基準 
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（３）余裕活用型乳児等通園支援事業の設備及び職員の基準 

  ア 保育所 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準 

  イ 幼保連携型認定こども園以外の認定こども園 認定こども園法第３条第２

項に規定する主務大臣が定める施設の設備及び運営に関する基準 

  ウ 幼保連携型認定こども園 幼保連携型認定こども園の学級の編成、職員、

設備及び運営に関する基準 

  エ 家庭的保育事業等を行う事業所 家庭的保育事業所等の設備及び運営に関

する基準（居宅訪問型保育事業に係るものを除く） 

 

６ 乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の検討状況 

（１）条例制定における基本的な考え方 

   国の「設備及び運営に関する基準」は、乳児等通園支援事業を適切に運営す

るための基準として規定されるものであることから、国基準を基本としつつ、

本市の実情に応じて必要な規定を設けることとする。 

  ※ 「名古屋市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例」及び

「名古屋市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例」に

準じて、検討 

 

（２）国の基準（内閣府令）から変更を検討する主な事項 

  ア 総則的事項 

検討事項 内 容 理 由 

なごや子ども

の権利条例の

理念の追加 

なごや子どもの権利条例

の理念に則り、運営するこ

とを追加 

なごや子どもの権利条例に基づ

き、子どもの健やかな育ちを保

障するため 

防犯及び事故

防止 

防犯・事故防止対策を講じ

ることを追加 

防犯及び事故防止の意識を高め

るとともに、緊急時の安全確保

を図るもの 

非常災害対策 

 

大規模な災害を想定し、飲

料水及び食料を備蓄する

ことを追加（努力義務規

定） 

本市が南海トラフ巨大地震の想

定震源域であることを踏まえ、

大規模災害に備えた基準等を定

めるもの 
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帳簿の保存 帳簿の性質、内容等に応じ

て市長が定める基準に従

い保存することを追加 

帳簿の保存について明確にする

もの 

暴力団の排除 

 

運営にあたって、暴力団を

利することとならないよ

うにすることを追加 

暴力団排除のための責務を明確

にするもの 

 

  イ 個別的事項 

   (ｱ) 各諸室の面積 

乳児室の面積について、内閣府令案が準拠している児童福祉施設の設備

及び運営に関する基準では、「1.65 ㎡以上」と規定されているのに対し、

名古屋市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例では、

「3.3 ㎡以上」と国基準より高い水準で規定しており、現行の本市基準に

準拠させることで検討。 

 

検討事項 変更内容 理 由 

乳児室の面積 3.3 ㎡以上 

（国基準：1.65 ㎡

以上） 

ほふくの開始時期の判断を適切に行

うことは困難であることから、利用

子どもの安全を確保するため。 

また、本市における現行の保育所等

の基準に準拠させるため。 

 

     保育室・遊戯室の面積について、内閣府令案が準拠している児童福祉施

設の設備及び運営に関する基準により、「1.98 ㎡以上」と規定されており、

保育所や幼保連携型認定こども園における本市基準は同基準に準拠してい

る。一方で、小規模保育事業では、家庭的保育事業に合わせる形で本市基

準は「3.3 ㎡以上」と国基準より高い水準で規定している。乳幼児の受入

れ実績のある保育所をはじめとする施設が主な対象施設になることを考慮

し、「1.98 ㎡以上」と現行の保育所等における本市基準（国基準と同様）

とすることで検討。 
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  （参考）主な諸室面積の比較 

 乳児等通

園支援事

業（内閣

府令案） 

名古屋市 

条例（案） 

保育所 

幼保連携型 

認定こども園 

小規模 

保育事業 

家庭的 

保育事業 

乳児室 1.65 ㎡ 3.3 ㎡ 
3.3 ㎡ 

(1.65→3.3) 
3.3 ㎡ 

3 人まで 

9.9 ㎡ 保育室・ 

遊戯室 
1.98 ㎡ 1.98 ㎡ 1.98 ㎡ 

3.3 ㎡ 

(1.98→3.3) 

※ ゴシック体・下線部分は、本市において、国基準に対して上乗せして規定

している内容 

※ 小規模保育事業所（Ａ・Ｂ型）の乳児室の国基準は、3.3 ㎡以上 

 

７ 名古屋市子ども・子育て支援事業計画（乳児等通園支援事業） 

  子ども・子育て支援法において、市町村は、国が示す基本指針に即して、５年

を１期とする子ども・子育て支援事業計画を策定することとされている。同法の

改正により、乳児等通園支援事業について、量の見込み、提供体制の確保の内容

及びその実施時期について定めることとなったもの。 

 

（１）量の見込みの考え方      

  国の「第三期市町村子ども・子育て支援事業計画等における「量の見込み」

の算出等の考え方」（改訂版 ver.２）により示されている下記算出式を用いて、

各年度の対象年齢ごとの必要受入れ時間数を算出することを基本となる。ただ

し、市町村において、算出式に利用割合を乗じて算出することも可能とされて

いる。 

 

対象年齢※1 の未就園児童数 × 月一定時間※2 （× 利用意向割合） 

    ※１  0 歳 6 か月から満 3 歳未満 

    ※２ 10 時間 

 

（２）確保方策の考え方                           

令和 11 年度に向けて段階的に実施か所数を拡充し、事業を実施 

 

資料 1 - 6



 

 

（３）量の見込みと確保方策（案）       

（単位：時間）  

 ※ 各行政区及び支所ごとの量の見込みと確保方策については、【別紙３】参照 

 

８ 今後の意見聴取等について 

（１）こども家庭庁において、令和６年 12 月下旬から令和７年３月までの間に、乳

児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準の制定。 

（２）国の基準制定後、本市における同事業の設備及び運営に関する基準を定める

条例案について検討の上、令和７年１月の教育・保育部会において説明予定。 

（３）改正子ども・子育て支援法の施行により、令和８年４月、本制度は新たな給

付制度として実施されることから、国において、乳児等通園支援事業の確認基

準の制定予定。 

（４）国の確認基準制定後、本市における条例案について検討の上、教育・保育部

会において説明予定。 

（５）支援給付を行うため、市町村は事業所ごとに利用定員を定めて、事業者の確

認を行う必要があることから、令和８年４月以降に乳児等通園支援事業を実施

する事業所の利用定員を定めるため、令和７年度中（予定）に、教育・保育部

会において意見聴取予定。 

 

全市 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 

量

の 

見

込

み 

0 歳児 28,627 28,284 28,012 27,768 27,418 

1 歳児 27,245 29,211 28,760 28,973 29,298 

2 歳児 27,183 25,390 27,019 27,162 27,353 

計 83,055 82,885 83,791 83,903 84,069 

確保方策 令和 11 年度に向けて段階的に拡充 
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名古屋市子ども・子育て支援事業計画（案）（乳児等通園支援事業を抜粋）

■ 各行政区及び支所ごとの量の見込みと確保方策

【別紙３】



資料 1 - 26



（参考資料） 

 
 

乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）の量の見込み及び必要

施設数（想定）について  

 

１ 量の見込み 

① 未就園児数 

対象年齢の将来人口推計（Ａ）から、保育所等利用人数（Ｂ）を引き、未

就園児数（Ｃ）を算出。 

（例）令和１１年度における未就園児数（概数） 

Ａ 将来人口推計（０歳６か月から満３歳未満）： 約４２，０００人 

Ｂ 保育所等利用人数            ： 約２２，０００人 

Ｃ 未就園児数（Ａ－Ｂ）          ： 約２０，０００人 

 ② 量の見込み 

「①」で算出された未就園児数（Ｃ）に対して、以下の国の算出式に従っ

て、量の見込みを算出。 
 

 「量の見込み」  

  ＝ 未就園児数 × １０時間/月 × ４２．７％※（利用意向割合） 

※ 利用意向割合「４２．７％」は第三期子ども・子育て支援事業計画に 

おける一時預かり事業の量の見込みに準ずる。 
 

  ＝ ２０，０００人 × １０時間 × ４２．７％ 

＝ ８５，４００時間 

（＝ ８４，０６９時間※） 

※ 上記「１①」のＡ、Ｂ、Ｃについて、詳細な値で算出すると、子ども・

子育て支援事業計画における量の見込み８４，０６９時間となる。 

 

２ 必要施設数（想定） 

  「１」で算出された量の見込みを以下の算出式に従って必要施設数を算出。 

※ 前提条件 

・一日あたり開所時間  ： ８時間 

・一月あたり開所日数  ： 20 日 

・一施設あたり利用定員： ５名   とする 
  

「必要施設数（想定）」 

 ＝ 量の見込み ÷ （一日あたり開所時間 × 一月あたり開所日数 

× 一施設当たり利用定員） 
 

＝ ８４，０６９時間 ÷ （８時間/日×２０日/月×５名/施設） 

 ≒ １１０施設（上記前提条件で算出した場合の想定） 



 

≪その他≫ 

 

３歳未満児の保育料制度について 

 

資料２ 





 

３歳未満児の保育料制度について 

 

〇【国】保育所等同時在園の場合のみ、第三子以降は無償、第二子は半額 

〇【県】同時在園でなくとも、世帯年収４３０万円以下の第三子以降の保育料無償化、 

世帯年収９３０万以下の保育料半額とする補助金制度（政令市・中核市除く） 

令和７年１０月から本制度を第２子に拡充予定 

〇【市】３歳未満児の保育料を国基準の６割程度に抑える負担軽減 

同時利用でなくとも、世帯 18 歳以下の第三子以降を無償化 

 

区 分 第３子以降

生活保護世帯

市民税非課税世帯
【国】保育料無償

【国】保育所等を同

時に２人以上利用し

ている場合は、第２

子の保育料1/2減免

保育料あり

【県独自】

R７.１０月から

2人目にも同じ

スキームを適用

【県独自】

１８歳未満の子ども３人

以上いる場合は、同時利

用でなくとも、第３子以

降世帯年収470万以下の

保育料無償又は世帯年収

930万以下1/2減免

【国】保育所等を

同時に3人以上利用して

いる場合は、第３子以降

の保育料無償

【国】保育料1/2減免

世帯年収

360万円以上

第１子 第２子

【国】保育料無償 【国】保育料無償

市民税均等割世帯

世帯年収

360万円未満

【国】保育料無償保育料あり
【県独自】

R７.10月から無償化

【市独自】

保育料を国基準の6割程度に軽減

【市独自】

１８歳以下の子ども

が３人以上いる場合、

同時利用でなくとも

第３子以降の保育料

無償
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